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１．地区別構想策定の趣旨 

市街化調整区域の集落に多くの住民が生活する本市においては、今後の人口減少社会の中で、

市街化調整区域における居住のあり方を具体的に示すことが重要です。 

しかしながら、集落は市域全体にわたり分布しており、特徴や課題が様々であることから、そ

こに暮らす住民が主体となって、それぞれの地区で特色のある計画を策定し、地区づくりを進め

ていく必要があります。 

このため、小学校区程度のコミュニティを１つの単位として住民主体により随時策定し、都市

計画マスタープランの地区別構想として位置づけます。 

 

地区別構想 

策定の役割 

・主に集落を対象として、居住のあり方を具体的に示すための計画であり、

市街化調整区域における都市計画手法の導入等に向けた根拠とする。 

 

２．地区別構想に定める事項 

地区別構想に定める事項は、以下のとおりで、全体構想や地域別構想の内容を踏まえつつ、そ

れぞれの地区や集落ごとの特徴及び課題に応じ、適宜必要な事項を定めます。 

 

  【例】 

Ⅰ.地区づくりの目標 地区の属する地域の地域別構想による「地域づくりの目標」を

踏まえ、地区の特性に応じたまちづくりの目標を設定。 

Ⅱ.地区の土地利用方針 地区の特性に応じて、必要な項目を設定して策定。 

【項目の設定例】 

＊集落の拠点づくり 

＊集落の維持・保全に向けた居住空間づくり 

＊集落連携の仕組みづくり         …等 

Ⅲ.地区の身近な施設の方針 地区の特性に応じて、必要な項目を設定して策定。 

【項目の設定例】 

＊生活道路整備計画 

＊公共交通活用計画 

＊憩いの場所づくり            …等 

Ⅳ.その他の地区づくりの

方針 

地区の特性に応じて、必要な項目を設定して策定。 

【項目の設定例】 

＊環境にやさしい地区づくり 

＊美しい地区づくり 

＊観光・交流による地区づくり 

＊災害に強い地区づくり          …等 
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図 106 地区別構想の策定事項と全体構想・地域別構想との関係 

 

 

 

Ⅰ. 田原市の現況 Ⅰ. 地域区分
１． 田原市の概況

２． 人口・世帯 Ⅱ. 地域別構想
３． 産業構造

４． 土地・建物利用

５． 地震・津波防災

６． 交通体系

７． 都市基盤整備の状況

８． 土地利用規制

Ⅱ. 都市づくりの課題

Ⅲ. 都市づくりの理念と目標
１． 都市づくりの理念

２． 田原市が目指すコンパクトシティ

３． 都市づくりの目標

４． 将来都市フレーム

Ⅳ. 将来の都市構造
１． 拠点配置の方針

２． ネットワーク形成の方針

Ⅴ. 土地利用の方針
１． 土地利用の基本方針 * 集落の拠点づくり

２． 市街化区域の土地利用の方針 *

３． 市街化調整区域の土地利用の方針

４． 市街地整備の方針 * 集落連携の仕組みづくり

５． 津波防災に関する土地利用の方針 …等

Ⅵ. 都市施設整備の方針
１． 交通施設 * 生活道路整備計画

２． 公園緑地 * 公共交通活用計画

３． 河川・下水道 * 憩いの場所づくり

４． その他都市施設 …等

Ⅶ. 住宅・宅地の整備方針
* 環境にやさしい地区づくり

Ⅷ. 都市景観形成の方針 * 美しい地区づくり

* 観光・交流による地区づくり

Ⅸ. 観光・交流の活性化に関する方針 * 災害に強い地区づくり

…等

Ⅹ. 防災施設整備の方針
*：

５）市街化区域及び
　その周辺の整備の方針

地区の特性に応じて必要な項
目を設定して策定。

２.　赤羽根地域

（細項目は同上）

３.　渥美地域

（細項目は同上）

Ⅳ.　　その他の地区づくりの方針

２）地域づくりの目標

３）地域の将来構造

４）地域のまちづくりの

　方針

Ⅱ.　　地区の土地利用方針

集落の維持・保全に向けた居

住空間づくり

Ⅲ.　　地区の身近な施設の方針

Ⅰ.　　地区づくりの目標

第1部　全体構想 第2部　地域別構想 第3部　地区別構想

１． 田原地域

１）地域特性
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３．地区別構想の策定に向けた仕組みづくり 

地区別構想の策定を具体的に進めるための仕組みづくりを検討します。 

 

○本市の地域特性を考慮した都市計画制度の活用 

・集落を含む地域は「市街化調整区域」に指定され、市街化を抑制するための厳しい開発制

限が行われています。そのため、集落での計画的なまちづくりを支援するための緩和策と

して、市街化調整区域における地区計画（都市計画法第 34 条第 10 号）制度の活用を検討

します。 

 

○都市づくりに関する情報の提供（ホームページや広報の活用等） 

・人口の減少社会の中で、市街化調整区域における居住のあり方を具体的に示すためには、

集落の状況を的確に表す様々なデータを伝え、理解してもらう必要があります。そのため、

市ホームページや広報など様々な媒体を活用し、市民に対してわかりやすい情報の提供に

努めます。 

 

○都市計画提案制度の活用 

・都市計画法では、土地所有者等の 3 分の 2 以上の同意を得ていることなど、一定の条件を

満たせば、行政に対して都市計画の提案をすることができる「都市計画提案制度」が設け

られています。そのため、当該制度の周知して活用に努めます。 

 

○「地区別構想」と「校区まちづくり推進計画制度」との連携 

・校区まちづくり推進計画は、地域主体のまちづくりを計画的に推進するため、地域の将来

ビジョンについて概ね 10年後の実現を目指して、各地域の現状、課題、将来像・主要施策

が掲げられており、長期展望による継続的な地域づくりの「活動指針」としての役割を担

っています。このため、地区別構想を策定する際には、校区まちづくり推進計画と齟齬の

ないよう連携して策定する必要があります。 

 

 

 

 


